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第２期広島県国民健康保険運営方針の構成
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第２期広島県国民健康保険運営方針の構成

記載事項 概要

第１ 基本的事項 ○策定の目的 ○根拠規定 ○対象期間

○本方針の策定に当たっての基本的な考え方 ○ＰＤＣＡサイクルの実施

第２ 市町国保の医療に要する費用及び財政の見通
し【義務】

○県内市町国保の概要 ○医療費の動向と将来の見通し
○財政収支の改善に係る基本的な考え方

○赤字解消・削減の取組 ○財政安定化基金の運用

第３ 事業費納付金及び市町村標準保険料率の算定
方法並びにその水準の平準化に関する事項 【義務】

○現状 ○保険料水準の統一に係る基本的な考え方

○事業費納付金の算定方法 ○市町村標準保険料率の算定方法

第４ 市町における保険料（税）の徴収の適正な実施
に関する事項【義務】

○現状 ○収納対策

第５ 市町における保険給付の適正な実施に関する

事項【義務】

○現状 ○保険給付費の支給の適正化に関する事項

○都道府県による保険給付の点検、事後調整

第６ 医療費の適正化の取組に関する事項【義務】 ○現状 ○医療費の適正化に向けた取組

○医療費適正化計画との関係

第７ 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の
推進に関する事項【義務】

○保険者事務などの共同実施の取組

○県による審査支払機関への直接支払

第８ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施
策との連携に関する事項【任意】

○保健・介護・福祉分野などの諸施策との連携

第９ 施策の実施のために必要な関係市町相互間の
連絡調整に関する事項【任意】

○「広島県国民健康保険連携会議」の設置

（注）事項名に付している【義務】及び【任意】は、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の２第２項及び第３項に規定されている運営方針への記載の必要度合
いを表す。
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第２期広島県国民健康保険運営方針素案の概要
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第１ 基本的事項

策定の目的

• 県による国民健康保険の安定的な財政運営

• 市町の国保事業の広域的及び効率的な運営の推進

根拠規定

• 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の２

対象期間

• 令和６～11年度（６年間）

• 令和８年度に中間評価を実施、必要に応じて見直し

策定に当たっての基本的な考え方

• 身近な地域で質の高い医療サービスが受けられる効率的な医療提供体制の実現に努めるとともに、
県民である被保険者が負担能力（所得水準）に応じて保険料（税）を負担する、市町の垣根を越えた、
より大きな器の中で運営される公平な医療保険制度を目指す。

ＰＤＣAサイクルの実施

• 県と市町の協議の場である「広島県国民健康保険連携会議」において、具体的な目標指標を定め、毎
年度、施策の実施状況を評価
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第１ 基本的事項【施策目標】

施策内容 目標 具体的な取組

保険料率の平準化
・将来的な完全統一保険料率の実現に向けた取組
の推進

・収納率の市町間の均一化
・完全統一保険料の実現に向けた実務
的整理

医療費の適正化
・データヘルス計画に基づく取組の推進や、医療費
適正化計画等に基づく取組との連携を通じた、医
療費の適正化の推進

・ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的・効率
的な保健事業等の推進

保険料（税）徴収の
適正化

・高水準で均一化した収納率の実現
・口座振替の原則化
・新たな徴収対策事務の標準化

財政収支の改善
・赤字（決算補填等目的の法定外一般会計繰入）
の削減・解消
・安定的な国保制度の運営に向けた取組の推進

・赤字削減・解消計画の策定、実施

保険事務の効率化
・標準化が実施できていない市町事務の実施に向
けた具体的検討

・事務の標準化に向けた検討
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第２ 市町国保の医療に要する費用及び財政の見通し①

１ 県内市町国保の概要

・県内市町国保の被保険者数は、522,831人（令和３年度平均）で、そのうち262,816
人は前期高齢者となっている。
・県内市町国保の被保険者の世帯は350,138世帯（令和３年度平均）となっている。

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

県内市町国保被保険者数及び世帯数の推移（各年度平均）
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第２ 市町国保の医療に要する費用及び財政の見通し

２ 医療費の動向と将来の見通し

・県内市町国保医療費は、被保険者数の推移とともに平成27年度をピークに減少傾
向にあり、令和３年度は約2,229億円となっている。
・令和３年度の県内市町国保の１人当たり医療費は426,495円で、前年度と比較して、
15,666円、3.8％増加している。

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

県内市町国保医療費と被保険者数の推移 県内市町国保１人当たり医療費と被保険者数の推移
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第２ 市町国保の医療に要する費用及び財政の見通し

３ 財政収支の改善に係る基本的な考え方①

・令和３年度決算では、市町国保特別会計における財政調整基金の残高は約120億
円となっている。
・決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入を行っている市町はない。

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」

県内市町国保特別会計における財政調整基金及び法定外一般会計
繰入金の状況（年度別、市町別）
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第２ 市町国保の医療に要する費用及び財政の見通し

３ 財政収支の改善に係る基本的な考え方②

・令和４年度県国保特別会計の決算額は、歳入が約2,410億円、歳出が約2,352億
円となっており、約58億円を翌年度に繰り越している。

出典：広島県

県国保特別会計の財政規模（令和４（2022）年度決算ベース）
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第２ 市町国保の医療に要する費用及び財政の見通し

４ 赤字解消・削減の取組

赤字の定義

• 市町が解消・削減すべき赤字額とは，「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」と「繰上充
用金の増加額（決算補填等目的のものに限る）」の合算額。

• このうち、「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」とは，次のものを指す。

赤字解消・削減計画

•令和５年度をもって、全市町の計画が解消される予定。

•決算において赤字が発生した市町であって、発生した年度の翌々年度までにその解消が見込
まれない市町については、国通知に基づき、赤字削減・解消計画書を策定する。

•今後、赤字削減・解消計画の策定が必要となった場合には、計画及び取組状況は、連携会議
に報告し、その結果を公表する。

分類 目的

保険者（市町）の政策によるもの ・保険料（税）の負担緩和を図るため
・任意給付に充てるため

過年度の赤字によるもの ・累積赤字補填のため
・公債費、借入金利息
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第３ 事業費納付金及び市町村標準保険料率の算定方法及び

その水準の平準化に関する事項

調整中
（第３回運営協議会において、詳細をお示しする予定。）
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第４ 市町における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

１ 収納率の推移

・県内市町の平均収納率は、年々上昇しており、平成28年度以降の収納率は全国平均を
上回っている。

市町村国保の収納率推移（現年度分）

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」
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第４ 市町における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

２ 収納率目標

・現年度分の収納率について、保険者規模による収納率の差を考慮した保険者規模別の
目標を設定する。

・保険者規模の区分及び収納率については、令和６年度保険者努力支援制度の評価指標
として設定されている令和４年度の市町村規模別の全自治体上位３割に当たる収納率（現
年分）を準用する。

収納率目標

被保険者数 収納率

10万人以上 94.59%

５万人以上～10万人未満 94.29%

１万人以上～５万人未満 96.02%

３千人以上～１万人未満 96.96%

３千人未満 98.68%
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第４ 市町における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

３ 収納対策の取組

・口座振替を原則とし、事務を標準化する。

県内市町国保の口座振替率と収納率の関係（令和３年度）

出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」
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第５ 市町における保険給付の適正な実施に関する事項

保険給付の支給の適正化

•

都道府県による保険給付の点検・事後調整（高額療養費に多数回該
当の取扱いに関する事項）

•県単位化後、高額療養費の多数回該当は、県内市町間の住所の異動があっても通
算できる制度となったため、世帯の継続性に関する判定、高額療養費の計算方法や
申請勧奨事務に関する取組を標準化する。

第三者行為求償事務 ・県は、第三者行為求償事務に関する技術的助言を行うアドバイザーの
市町への派遣や、市町に対する定期的・計画的な指導・助言の実施に
向けて取組を進める。
・市町は、連携会議等を活用して市町間の情報共有を行いながら、第三
者行為求償事務の取組強化に資する取組を引き続き行う。

海外療養費事務 ・翻訳・診療内容審査などの市町事務を効率化するとともに、専門性の
高い事務についてはノウハウを持っている国保連合会への委託を原則
とする。

柔道整復、はり・きゅう、あんま、
マッサージなど療養費の支給

・県は、市町事務を効率化するとともに、国の動向を踏まえながら、疑義
照会の手引きの作成や事務処理の標準化を行う。
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第６ 医療費の適正化の取組に関する事項

基本的な考え方

•将来にわたって持続可能な制度とするため、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業等の実施

•市町：国保連合会と連携し、地域の実情を踏まえた、医療費適正化対策等の取組の推進

•県：市町の保健事業等への支援、事務の標準化、情報提供を通じた好事例の横展開等の取組の推進

保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づく取組の推進等

データヘルス計画
の推進

・ 市町は、ＰＤＣＡサイクルに沿った事業の展開、国交付金等を積極的に活用した事業を実施
（計画ついては、必要に応じ、中間年度における見直し等を検討）
・ 県は、国保連合会や保険者協議会等と連携の上、計画の策定・見直しの支援、計画の標準化に向
けた共通の記載項目・評価指標の設定等を支援

特定健康診査・特
定保健指導

・ 関係機関と連携した各種広報や、個別の受診勧奨等、周知・啓発の実施
・ 県は、ＩＣＴを活用した申込受付システムの導入を通じた利便性の向上及び市町の業務効率化等、
受診・利用促進を図るとともに、市町においては、特定健康診査等実施計画の見直しや、地域の実
情を考慮した取組の実施

その他保健事業

・ 後発医薬品の普及啓発に向けた差額通知や、被保険者へのコスト意識高揚等を図るための医療費
通知について、全市町と統一した回数により実施
・ レセプトデータ等を活用した効果的かつ効率的な糖尿病重症化予防事業の実施、重複・頻回受診
や重複・多剤投薬等について、保健指導や周知啓発等、地域の実情に応じた取組の推進

高齢者の保健事業
と介護予防の一体
的実施

・ 前期高齢者から後期高齢者まで保健事業が途切れることなく実施でき、また、介護保険の地域支援
事業との一体的実施により相乗効果が図られるよう、市町担当部署や国保連合会及び後期高齢者
医療広域連合、地域の関係機関等との連携を推進
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第７ 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

基本的な考え方

•市町が担う被保険者資格管理、保険給付、保険料（税）の賦課徴収及び保健事業等の保険者業務について、
県と市町は、市町が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進するとともに、新たに発生する事務の国保連
合会への委託について、連携会議において検討のうえ、実施する。

保険者事務

•保険料（税）等の減免基準統一に向けたマニュアル等の作成

•被保険者証の廃止に伴う対応

•広報業務など

医療費適正化

•「医療費通知」や「後発医薬品差額通知」について、統一した通知回数による実施

•特定健康診査・特定保健指導の受診率向上に向けて、既に国保連合会により共同実施している研修会や受
診勧奨、周知啓発等の業務もあわせ、より効果的な取組につながるよう実施

•保健事業の実施に当たっては、その財源を確保するとともに、被保険者の保険料負担の軽減を図るため、保
健事業の財源として、国交付金等の更なる獲得とその活用を推進

収納対策

• 収納担当職員への研修を県の税務部門との連携によって拡充（平成29年度から開始済み）
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第８ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する
事項

健康ひろしま２１（第３次）

計画期間 ：令和６（2024）～17（2035）年度
策定根拠：健康増進法（平成14（2002）年法律第103号）第８条

第８次広島県保健医療計画（広島県医療費適正化計画・がん対策推進計画等を含む。）

計画期間：令和６（2024）～11（2029）年度
策定根拠：医療法（昭和23（1948）年法律第205号）第30条の４、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57
（1982）年法律第80号）第９条、がん対策基本法（平成18（2006）年法律第98号）第12条等

第９期ひろしま高齢者プラン（広島県老人福祉計画・介護保険事業支援計画・介護給付適正化計画）

計画期間：令和６（2024）～８（2026）年度
策定根拠：老人福祉法（昭和38（1963）年法律第133号）第20条の９及び介護保険法（平成９（1997）年法律第
123号）第118条

ひろしま子供の未来応援プラン（都道府県子ども・子育て支援事業支援計画）

計画期間：令和２（2020）～６（2024）年度
策定根拠：子ども・子育て支援法（平成24（2012）年法律第65号）第62条

第５次広島県障害者プラン（広島県障害福祉計画等を含む。）

計画期間：令和６（2024）～11（2029）年度
策定根拠：障害者基本法（昭和45（1970）年法律第84号）第11条第２項、障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律（平成17（2005）年法律第123号）第89条等
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第９ 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整に関
する事項

広島県国民健康保険連携会議
《構成》
・県及び市町の国民健康保険主管課長
・広島県国民健康保険団体連合会総務課長

検討チーム（テーマ別に編成）
《構成》
・県及び市町の国民健康保険主管課実務担当者など



https://www.pref.hiroshima.lg.jp/


